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令和元年度決算について 

 

 

 
 
 
 

〔 一 般 会 計 〕 

 

１ 決算規模・総括 
 

  歳 入 総 額   １兆８,４１５億４千３百万円                            

  歳 出 総 額   １兆８,３１４億５千６百万円                                

     
 
 

 令和元年度一般会計の決算は、歳入総額が前年度と比べ２４７億円（＋１.４％）の増、 

歳出総額は２３５億円（＋１.３％）の増となり、前年度を上回り、平成１０年度、平成１１ 

年度に次いで過去３番目に大きい規模となった。 

 歳入では繰入金や国庫支出金などが増加した。県税納税率は９８.４％（＋０.２ポイント）

と９年連続で上昇した。 

 歳出では民生費や土木費、総務費などが増加した。また、令和元年東日本台風による災害復

旧関連経費など、災害対応等に関する支出が発生した。 

 なお、県債残高は２年連続で減少し、県で発行をコントロールできる県債残高も１７年連続

で減少した。 
 
 
２ 決算収支 
 

歳入歳出差引額（形式収支額） 

実 質 収 支 額 

 

１００億８千８百万円 

５１億２千万円万円 

 

第１表 収支状況 
                                                     （単位：百万円、％） 

     ※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。 

区    分 令和元年度 平成３０年度 増 減 額 増減率 

①予 算 現 額 1,939,517   1,881,739    57,778    3.1  

②歳 入 総 額 1,841,543   1,816,824    24,719    1.4  

③歳 出 総 額 1,831,456   1,807,951    23,504    1.3  

④歳入歳出差引額(②-③) 10,088   8,873    1,215   13.7  

⑤翌年度へ繰り越すべき財源 4,967   3,887   1,080   27.8  

⑥実質収支額(④-⑤) 5,120   4,985   135   2.7  

⑦前年度実質収支額 4,985   4,549       

⑧単年度収支額(⑥-⑦) 135   436       
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３  歳入状況     
 

（１）県 税 

株式の売買高が減少したことによる個人県民税の株式等譲渡所得割の減収などにより、

５億円（△０.１％）減の７,６８１億円となった。 

なお、納税率は９８.４％（＋０.２ポイント）と９年連続で上昇し、収入未済額は１１１億

円（△１１億円）で９年連続で圧縮した。 
 

 （２）地方交付税 

社会保障関連経費が増加したことなどにより、９６億円（＋４．７％）増の２,１４０億円

となった。 
  
 （３）国庫支出金 

参議院議員選挙の実施に伴う委託金が増加したことなどにより、１３５億円（＋９.３％）増

の１,５７８億円となった。 
  
 （４）財産収入 

平成３０年度は農業大学校跡地（圏央鶴ヶ島インターチェンジ東側地区の産業用地）売却等

があったことなどにより、９３億円（△５４.９％）減の７６億円となった。 
 
 （５）繰入金 

財源調整のための県債管理基金からの繰入金の増加などにより、１５３億円（＋１０９.０％）

増の２９４億円となった。 
 
 （６）県 債   

臨時財政対策債が減少した一方で土木債などの増加により、２億円（＋０.１％）増の 

２,２８７億円となった。 

なお、令和元年度末の県債残高は、臨時財政対策債・減収補塡債を除いた県でコントロール

できる県債の残高を１７年連続で減少させたことにより、５３億円減の３兆８,１６３億円とな

り、２年連続で前年度末の残高を下回った。 
 
 
第２表 歳入状況 

                                                 （単位：百万円、％） 

区  分 
令和元年度 平成３０年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

県 税 768,104    41.7  768,576    42.3  △     472  △  0.1 

地方消費税清算金 236,738    12.9  246,221    13.6  △   9,483  △  3.9 

地 方 譲 与 税 108,093    5.9  110,221    6.1  △   2,128  △  1.9 

地 方 交 付 税 213,996   11.6  204,422   11.2    9,573   4.7 

国 庫 支 出 金 157,804    8.6  144,350    7.9     13,455  9.3 

諸 収 入 39,013    2.1  38,393    2.1  620  1.6 

県 債 228,663    12.4  228,511    12.6  152  0.1 

そ の 他 89,132    4.8  76,130    4.2  13,002  17.1 

歳 入 合 計 1,841,543   100.0  1,816,824   100.0    24,719  1.4 

   ※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。 
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４  歳出状況 
 

（１）款別歳出決算の状況 
 

ア 総務費 

参議院通常選挙、参議院補欠選挙、知事選挙、県議会議員選挙が実施されたことなどによ

り、９９億円（＋１２.８％）増の８７４億円となった。 
 
イ 民生費 

後期高齢者医療対策事業及び介護保険給付事業に対する県負担金等（＋６８億円）や利用

者の増加及び幼児教育・保育の無償化の開始による保育給付費（＋５１億円）が増加したこ

となどにより、１８０億円（＋５.５％）増の３,４４９億円となった。 
 

ウ 商工費 

 農業大学校の跡地の売払収入の基金への積み立てがなかった（△５８億円）ことなどによ

り、△６９億円（△３３.６％）減の１３７億円となった。 
 
エ 土木費 

直轄治水事業費負担金（＋４７億円）や社会資本整備総合交付金（改築）事業（＋３０億

円）の増加などにより、１２４億円（＋１０.８％）増の１,２７９億円となった。 
 
オ 諸支出金 

県内市町村への地方消費税交付金が減少したことなどにより、１３６億円（△４.８％）

減の２,６７７億円となった。 
 
〈災害対応などに関する支出〉 

令和元年東日本台風による災害復旧関連経費（＋５８億円）をはじめとして、農林水産業

費の豚熱（ＣＳＦ）対策関連経費（＋６億円）、衛生費の新型コロナウイルス感染症対策関

連経費（＋１億円）などの支出が新たに発生した。 
 

第３表  歳出状況（款別） 

                                               （単位：百万円、％） 

款 
令和元年度 平成３０年度 

増 減 額 増減率 
金   額 構成比 金   額 構成比 

議  会  費   3,147     0.2   2,915     0.2 233  8.0 

総   務   費   87,377     4.8   77,466     4.3 9,911  12.8 

民  生  費    344,854    18.8    326,856    18.1 17,998  5.5 

衛  生  費     56,766     3.1     56,402     3.1  365  0.6 

労  働  費     4,685     0.2     4,984     0.3 △    299  △  6.0 

農林水産業費     23,052     1.3     21,630     1.2 1,422  6.6 

商  工  費     13,678     0.7     20,607     1.1 △  6,930  △ 33.6 

土  木  費   127,918    7.0   115,498    6.4 12,420   10.8 

警  察  費    149,709     8.2    147,647     8.2 2,062  1.4 

教  育  費    478,541    26.1    478,780    26.5 △    238  △  0.0 

災 害 復 旧 費        1,801     0.1        159     0.0   1,642   1,029.5 

公  債  費    272,186    14.9    273,714    15.1 △ 1,527  △  0.6 

諸 支 出 金    267,740     14.6    281,293     15.5 △ 13,553  △  4.8 

歳 出 合 計 1,831,456   100.0 1,807,951   100.0 23,504  1.3 

   ※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。  
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（２）性質別歳出決算の状況 

 

ア 義務的経費 

  入所施設児童保護措置費や指定難病対策費などが増加したことで、扶助費が２２億円 

 （＋４.８％）増の４６９億円となった。 

  一方、教育局の退職者数が減少したことなどで、人件費が２７億円（△０.５％）減の 

 ５,６８３億円となった。 

  また、借入利率が低下したことなどにより公債費が１６億円（△０.６％）減の２,７０５

億円となり、義務的経費全体では２１億円（△０.２％）減の８,８５７億円となった。 
 
イ 投資的経費 

  災害対応で直轄治水事業費負担金などが増加したことで、１５５億円（＋１０.６％）増の

１,６１９億円となった。 

 ウ その他 

  保育給付費が増加したことなどで補助費等が１４２億円増加したことなどにより、１０２

億円（＋１.３％）増の７,８３８億円となった。 
 
 

 第４表  歳出状況（性質別）                                     

   （単位：百万円、％） 

区  分 
令和元年度 平成３０年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

義経 

務務 

的費 

人件費 568,334  31.0  571,050  31.6  △ 2,716  △  0.5 

扶助費 46,894  2.6  44,728  2.5  2,166  4.8 

公債費 270,507  14.8  272,107  15.0  △  1,600  △  0.6 

計 885,735  48.4  887,885  49.1  △  2,150  △  0.2 

投資的経費 161,875  8.8  146,410  8.1  15,465  10.6 

そ  の  他 783,846   42.8  773,657  42.8  10,189  1.3 

合   計 1,831,456  100.0  1,807,951  100.0  23,504  1.3 
        ※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある 

       

 

〔 特 別 会 計 〕 

 

  公債費特別会計をはじめとする１４の特別会計の収支状況は、次のとおりである。 
 

１  決算規模 
 

歳 入 総 額     １兆３,２８５億８千８百万円  

平成３０年度に比べ  ５３１億７千３百万円（４.２％）の増 

歳 出 総 額     １兆３,１７９億５千３百万円 

  平成３０年度に比べ  ５８６億９千４百万円（４.７％）の増 

 

２  決算収支 
 

    歳入歳出差引額（形式収支額）    １０６億３千４百万円 

    実質収支額                   １０４億７千９百万円 


